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本格化するロシアの民営化
-―第一段階から第二段階ヘ―
長砂 賓
I.民営化の最新状況と問題点
1992年から始まったロシアの民営化は， 1994年 6月に「バウチャー民営
化」と呼ばれる第一段階を終わり，同年7月からは「貨幣民営化」と呼ばれ
る第二段階に入った。そして， 1995年の春から，この第二段階がいよいよ本
格化しようとしている。
1995年3月31日付けのロシアの各紙は，久振りにロシアの民営化問題を第
一面のトップ記事として報じた。その前日にロシア政府の会議で「民営化の
総括および 1995年度における民営化の第二段階の任務」（その報告について
は未見）が議せられたからである。
『ロシア通報」の見出しは，「わが国では112,625企業が民営化された。だ
が，われわれは所有者になったか？」である。民営化の簡単な年誌を載せ，
第一副首相（前ロシア国家資産管理委員会議長）ア・チュバイスらの積極的
および消極的意見を紹介し， ア・コルシュノフ記者は， 民営化を巡っての
「チュバイスールシュコフ」の対立，そして「チュバイスーポレバノフ」の
対立（ユー・ルシュコフはモスクワ市長であり，かねてからモスクワ市独自
の民営化方針を主張し，民営化の特例を政府に認めさせている。ヴェ・ポレ
バノフはチュバイスが第一副首相に昇格したあと昨年11月に国家資産管理委
員会議長となったが， チェルノムイルジン首相にたいして民営化について
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消極的な進言をしたことなどを咎められて，本年2月に辞職させられた。後
任はチュバイス派のエス・ベリャーエフ。……筆者注）に触れながら，チェ
ルノムイルジン首相はチュバイスの肩をもち，民営化の歩みの促進とその効
率の向上を目指している， と書いている。同紙によれば， 「ロシア全体で
112,625企業， 言い換えれば経営主全体の46%が民営化された。 1994年だけ
で約21,000の企業が民営化され，そのうち公開型の株式会社に変えられたの
はほぼ10,000企業である。これらの資料が示しているように，ロシアは民営
化のテンポに関しては独特な記録保持者である。にもかかわらず，国家はま
だ生産能力の巨大な所有者である。非国有化の過程でつくられた株式会社に
おいてさえ， 7,9%の株式が国家に属している」。
他方， 『ロシア新聞」の記事の表題は「民営化に後退はない」である。 チ
ェルノムイルジン首相の冒頭発言をつぎのように報じている。すでになされ
た民営化の規模は大きい。第一段階で民営化された企業の数は 112,000,機
能している株式会社の数は25,000。国民総生産の半分以上が非国家的セクク
ーで生産されている。事態の内容的，質的側面もより重要である。チェック
民営化（民営化小切手＝バウチャーを用いての民営化）は市場経済の基礎を
作るのに大いに貢献した。人口の30%が私的所有者になった。極めて重要な
制度的変革が起きている。民営化の第二段階は新しい性格を持っている。新
しい民営化モデルには，鍵となる 2つの原則がある。そのひとつは株式販売
の投資志向であり，もうひとつは民営化企業の支配株（通常， 25、96を下らな
い）入手の可能性を投資家に保障することである。いかなる「再国有化」も問
題になりえない。民営化の第二段階の課題実現を急がねばならない。 1995年
にはどうするか。主要な方向は三つある。①予算収入の確保，③必要な法的
およびノルマチーフ的基盤の創出，R第二段階の実行の組織的側面と技法。
地域および部門における民営化のえこひいきのない評価が必要である。民営
化された企業のどれだけを連邦所有および国家所有にするかを明確にしなけ
ればならない。民営化過程における法律違反に厳しい態度で臨むべし。
また， これに先立って 3月22日付けの「独立新聞』は， 「1995年：超能力
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の民営化テンポ。政府は金が必要なので出来るだけ早くすべてを売る用意が
ある」という表題の記事で，第二段階の民営化を急ぐ最大の動機が民営化か
らの連邦予算への収入にある，とスッパ抜いている。事実，その後5月11日
に， 「民営化からの収入の連邦予算への確実な受け入れの確保に関する措置
について」という大統領令が発令された（『ロシア新聞J5月17日）。
なお， ロシアの民営化にかかわる最近の重要文書としては， 「1995-1997
年におけるロシア経済の改革と発展」がある（チェルノムイルジンの報告テ
キストは『ロシア新聞』 3月25日，プログラムの全文は『経済の諸問題」 1995
年， No.4)。 これは， 昨年から政府が策定にかかっていた中期経済発展プ
ログラムであって，そのなかには民営化第二段階の課題も含まれている。
さらに， 『ロシア新聞」は 4月中旬から連日のように， 1995年度に株式を
売り出す連邦レベルの企業の名簿を掲載している (4月14,18~21, 25~28 
日付け， 5月4, 7, 16日付け）。 ロシア国家資産管理委員会のこの資料に
よれば，農エコンプレクスの236企業，軽工業の286企業，木材加工業の317
企業，資材・機械供給業および調達業の563企業，機械製作工業の944企業，
冶金コンプレクスの97企業，科学・教育・社会部面の 310企業，食料品工業
の373企業，建設業の1,042企業，燃料工業コンプレクスの 151企業，商業・
公共食堂の93企業，建設業の246企業，運輸・通信業の 131企業，化学コン
プレクスの 90企業の株式が売りに出されることになっている。
このように，ロシアの民営化の第二段階が今春から本格化しようとしてい
ることは間違いない。しかし，ここに至るまでの第二段階の歩みは決して平
坦でなかったし，その前途もまた険しい。
もともと，ロシアの民営化の第二段階の正式の発足は， 1994年6月28日付
けの大統領令 No.1374「チェック民営化から貨幣民営化への移行の段階に
おける市民の利益保護にかんする措置について」， 1994年7月22日付けの大
統領令 No.1535「1994年7月1日以降のロシア連邦における国有企業およ
び自治体所有企業の民営化国家プログラムの基本的諸規程について」，「基本
的諸規程」および「基本的諸規程適用にかんする方法的勧告」の公布に始ま
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る（『経済と生活』， 1994,No. 27, 31~35)。
しかし，この決定の前後，ロシアの各紙は民営化の第一段階から第二段階
への移行の意義についてこぞって論評を加えた（『イズベスチア」 1994,
5.27, 6.29, 6.30, 7.1, 7.15,『プラウダ」 6.1,6. 30, 7.1, 7. 5,『ラボー
チャア・トリプーナ」 6.28,『ロシア新聞」 6.1,『ロシア通報」 6.29, 6. 30, 
7.1, 『ソビエト・ロシア」 6.7, 6.11, 『独立新聞』 6.30, 『経済と生活」
1995, No. 31,など）は当然としても，ロシア国会は1994年12月9日の決定
で，当該問題についての連邦法が採択されるまでは前述の大統領令 No.1535 
の発効を中止するよう大統領に勧告している。そもそもこの決定は，民営化
の第一（チェック）段階の結果は「不満足なもの」とみなし， 「民営化政策
の本質的訂正の提起が必要と考えている」（『経済と生活」 1994, No. 52)。
つまり，ロシアの議会の大勢は，政府の民営化政策に同意していない。
それだけではない。民営化推進の本家本元であるロシア国家資産管理委員
会でも異変が生じた。 1994年1月に第一副首相に昇格したア・チュバイスの
後を受けてロシア国家資産管理委員会議長兼副首相に就任したヴェ・ポレバ
ノフは，現行民営化政策への批判を繰り返し，わずか74日の任期で罷免され
た。チュパイスとの衝突が原因であることはいうまでもない（『コメルサン
ト』 1995,No. 2, 3)。ポレバノフの見解は，彼が 1月18日にチェルノムイ
ルジン首相に宛てた報告メモに明らかである（『コメルサント」 1995,No. 3, 
『プラウダ」 1995,1. 25,『ラボーチャヤ・トリプーナ」 1995,1. 24)。この
メモは政府内の「内部告発」の性格をもっている。
他方，学界のレベルでも政府の民営化政策に対する批判の声は高い。ロシ
ア科学アカデミー経済部と国際基金「改革」（エリ・アバールキン， エヌ・
ペトラコフ，ェス・シャクーリンの 3人のアカデミー会員）が共同で発表し
たいわゆる「2月テーゼ」（『ロシア新聞」 1994,2. 5,『ラボーチャヤ・トリ
プー ナ』 1994,2.4)は，政府の民営化政策に批判的に言及している。また，
ロシア管理アカデミー新経済構造・民営化研究所のヴェ・クリコフ所長らの
注目すぺき批判的見解があり（『ロシア経済雑誌』1993,No. 7, 9, 1994, No. 
本格化するロシアの民営化（長砂） (331)167 
7)， ロシア科学アカデミー経済研究所の批判的見解も発表されている（『経
済の諸問題』 1994,No. 11)。
また，著名な政治家の批判的見解としては，連邦議会国会経済政策委員会
議長であるロシア民主党員エス・グラジエフのそれ（例えば， 『独立新聞』
1994, 1. 1,『ディアローグ」 1994,No. 11)が注目されるし，ロシア連邦
共産党の新しい「綱領」（『プラウダ」 1995,1. 31)の見解も無視できない。
したがって，ロシア政府による民営化の第一段階から第二段階への移行の
政策は，これらの多様かつ広範な批判に抗して，大統領権限に直接に依拠し
て，強行されていることになる。
そこで，本稿で問題として取り上げるのは，①「バウチャー（チェック）
民営化」と呼ばれるロシアの民営化の第一段階はどのように評価すぺきか，
評価できるか，R「貨幣民営化」と呼ばれるロシアの民営化の第二段階はど
のような特徴をもっており，どのように意義づけるべきか，⑧民営化にどの
ようなオルターナティプがあるのか，の 3点である。
いうまでもなく，民営化は，自由化，市場経済化以上に，経済面での体制
転換の要石であり，その成否は体制転換の死命を制する。そしてロシアの場
合は，東欧の他の旧社会主義国に比べて自己目的的に民営化が急がれてお
り，そのことは，ロシア経済の危機が他国に比べてはるかに深刻であり不安
定状態が長期化していることと無関係ではない，と思われる。ロシアにとっ
て，民営化の第一段階はすでに終わった。それはむしろ「助走段階」であっ
た。その第二段階への移行によって民営化はいよいよ本格的な段階に入る。
民営化の本来の狙いである資本主義経済化がますます明白になろうとしてい
るのである。 しかし， 「脱社会主義化」はロシアにとって決して容易な事業
ではなく，資本主義化にも種々のバリエーションがありうる。独自の民営化
によって，ロシアはどのような資本主義への道を歩もうとしているのであろ
うか。
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I. 「バウチャー（チェック）民営化」の総括
1994年6月末に終わったロシアの民営化の第一段階の総括は，なによりも
まず，民営化のプランナーであるロシア連邦国家資産管理委員会の責任者に
語ってもらうのが手っ取り早い。ところが，前節で述ぺたような異変が生じ
た結果，われわれは，性質の異なる二つの総括を同委員会から知らされるこ
とになった。時期的には発表順序が逆になるが，その—つは，ア・チュバイ
ス議長時代から同委員会の第一副議長を勤めているア・イワネンコの会見記
事（『ロシア新聞』 1995,3.28)であり，もう一つは，短い在任期間のあと本
年2月8日エス・ベリャーエフに席を譲らされた同委員会の前議長兼副首相
ヴェ・ポレバノフがチェルノムイルジン首相に送った報告メモ（前出）であ
る。両者の内容は極めて対照的であって，前者は民営化の肯定的側面を強調
し，後者は民営化の消極的側面を強調している。
まず，イワネンコの説明を聞くことにしよう。
［民営化の結果］ ロシアでは所有関係の変革が大きく進んだ。今や国民総
生産の半分以上が非国有企業で生産されている。 1991~1992年に私企業にな
ったのは46,800企業， 1993年には41,700企業で，民営化されたのは特に，商
店，食堂，生活サービス，工業および建設の小企業であった。 1994年に民営
化された企業数は24,000に止まったが，工業，運輸，通信の巨大企業の民営
化が始まったので，民営化の規模は1991~1993年の2.6倍に達した。民営化
レベルが特に高いのは商業（全企業の72彩），公共食堂 (78彩），生活サービ
ス(81彩）である。株式会社化されるべしとされた33,000企業のうち， 25,000
企業が株式会社として登録された。私的所有者層の形成という政治的課題の
解決は過小評価すべきでない。人口の1/3が財産所有者になった。
［民営化の経済的効果］ 商業， 公共食堂のような部門で成果が顕著であ
る。消費者への接近，市場の要求への適応が見られる。綺麗になり，サービ
スが向上し，品目も著しく拡大した。不足は過去のものとなった。国有企業
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に比べて私企業の費用水準は 1.5倍低く，収益性水準は 9倍も高い。有価証
券市場，投資基金のような新しい制度が生まれた。チェック投資基金だけで
も645ある。構造的建直しと企業発展のために必要な投資を私企業に引き入
れるには，正常に組織された資金市場が不可欠である。有価証券法が必要。
資金市場のインフラを組織することが重要問題。ロシア・テレコム資金シス
テム (PT中C)を組織するための省庁間グループが形成された。
［所有者になったのは誰か？］ 商業，生活サービス，公共食堂などの民営
化企業の65形は労働集団のメンバーのものである。原則的に同じことが株式
会社についても言える。ほば3/4が51%の株式を労働集団メンバーが所有す
るバリアントを選択した。また，ほぽ2,000の最重要企業で51形の株式が国
家の所有となっていることも考慮すべきである。企業従業員の全員が，提供
された所有を管理することを望んだりまたそれが可能であるというわけでは
ないことは秘密でない。管理に携わることを望まない人は自分の株式を売る
であろう。言い換えれば，株式を効率的に管理することができる人々の手中
に所有が次第に集中することは不可避である。重要なことは，この過程がス
ムーズに推移し人々の不満を引き起こさないようにすることである。そのた
めには，とりわけ，企業の管理に参加することを希望する各株主に自ら権利
を実現する可能性を与えねばならない。
このような総括にたいする論評は後回しにして，次にポレバノフの報告メ
モを見てみよう。
[I.非政府機関による1992~1994年の民営化第一段階の評価］ 国会は12
月9日の決定で，第一段階の結果を不満足と見なし，民営化政策の本質的修
正を求めた。モスクワ州議会は11月2日の決議で，民営化プログラムの「誤
った考え」を批判し， 「社会的破裂」を引き起こしかねない， と指摘した。
モスクワ州その他の地方議会は1994年 7月22日の大統領令の発効停止を提案
した。ロシア自由民主党の声明によれば，民営化の基本的経済目的の一つも
達成されなかった。ロシア連邦検事総長ア・イリェシェンコの11月29日付け
の首相宛ての情報メモによれば， 「国家的所有形態と私的所有形態との人為
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的混合」が進んでいる。また，経済部面の法執行監督官エス・ベリャゾフの
12月30日付け調査によると，民営化法制違反がいたるところで見られた。
[II.民営化の主要な目的の実現］ 1992年の民営化国家プログラムが掲げ
た7つの民営化目的の実現度を検証してみる。
1. 「社会的志向性を持った市場経済の創出に働きかける私的所有者の形
成」について。民営化の量的達成は疑いない。約60％の企業が非国有企業に
なったし， 4,000万人が株主になった。 しかし実際には， 所有の急速な再分
割は経済的目的よりも政治的目的を追求し，株主は効率的な所有者にはなら
なかったし，なりえなかった。周知のように，株式所有はa)株式所有の管
理への参加， b)配当の受取， c)株式の売却，の 3つの方法で経済的に実
現される。ところが， a)については，特定の人々への株式の集中によって
従業員大衆の株式会社管理は現実となっていない。 b)については，経済危
機のもとではほとんど期待できない。 C)については，大多数の株主にとっ
て名目価格以上での売却は困難である。「したがって，大衆的所有者層は形
式的に存在しているにすぎない。所有を実際に管理し効率的に支配している
のは，ごく一部の住民である」。
2. 「民営化による企業活動率の引き上げ」について。所有形態の変換そ
れ自体は生産効率を引き上げることができなかった。
3. 「住民の社会的保護と民営化から得られた資金による社会的インフラ
の発展」について。予算への 2年間の民営化収入は 1兆Jレーブルにすぎず，
この目的は完全に未達成に終わった。
4. 「ロシア連邦の財政状態の安定化過程への働きかけ」について。国内
総生産に比べての連邦予算の赤字は 1994年の 10カ月で 10.7％で， 1993年の
6.4？るより高い。
5. 「競争的環境の創出と国民経済の非独占化への働きかけ」について。
西側諸国との競争で敗北している。なにがなんでもの非独占化志向は，かえ
って正常な生産を破壊している。
6. 「外国投資の引き入れ」について。 1994年の外国投資額は前年よりも
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急激に減少している。注目されるのは，採掘部門への外資の進出が急増して
いることである。
7. 「1993~1994年における民営化規模拡大のための条件および組織構造
の創出」について。この目的は完全に遂行された。
このように，民営化目的のほとんどすべてが未達成のままである。
投資基金， ホールディング， 石油会社， 金融・産業グループ， といった
「市場経済の原則的に新しい制度がロシアに現われた」ことは，指摘してお
かねばならない。
［皿民営化の第一段階の否定的諸結果とその諸原因］
1. 民営化に関連した犯罪の増大。 内務省扱いの民営化関連犯罪件数は
1993年27,600,1994年の11カ月で1,684であった。個人が株式の巨大なパケ
ットを買うさいに所得の源泉を開示することがなされていない。
2. 民族的安全の掘崩し。経済，社会・政治，国防，の諸部面で，ロシア
の民族的安全が本質的に弱まった（報告メモは，その付録8で15の事例を挙
げ，ロシアの「安全と経済を掘崩す目的をもった外国資本の隠れた介入」に
注意を喚起している。
2. 1 経済的諸結果。民営化の戦術と戦略の誤算からロシアは多くの収入
を受け損なった。バウチャー基金の名目額はそもそも固定フォンド価値の
1/20であった。 1992年10月から 2年間のバウチャーの平均市場価値は12,500
ループルにとどまった（名目価格は10,000ループルであったし，その期間の
猛烈なインフレを考慮すれば， バウチャーの実質価値低下は著しい）。 ロシ
アの 2年間の民営化からの予算収入は 1兆｝レーブルに過ぎない。 500の巨大
民営化企業の価値は 2,000億ドルを下らないが，実際には 72億ドルで売られ
た。つまり， 「本質的に， ロシア史上最大の国家資産の叩き売りがおこなわ
れた」のである。また多くの部門・企業が，民営化の際に技術上の総体が破
壊され，経営困難に陥った。
2. 2 社会的諸結果。民営化は合理的な協同的構造を作り出さず，大多数
の住民は所有を分与されたというよりもむしろ収奪された， と確信してい
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る。「無産の所有者」や「非効率的投資家」の層が生まれた。 これらの無産
住民層は保護されていない。
2. 3 国防上の諸結果。民営化と株式会社化は軍需企業の特質と役割を考
慮せずに行なわれている。外国の会社や商社が，この機を捉えて軍需企業の
管理機構への浸透を企っている。外国投資家たちは，先端的諸部門の企業や
部門全体の支配を目論んでいる。国防工業部門の有価証券市場で，外国資本
の隠れた介入が進んでいる。外国投資家たちに対するあらゆる情報提供が求
められている。技術秘密と国家秘密が流出している。機械製作，石油ガス採
掘・加工，電力生産，河川運輸，航空業，通信といった基幹部門が外国会社
の手中に落ちた。非鉄冶金の90彩以上の株式が西側会社に握られている。極
東の漁業の民営化企業への国家の参加持ち分は 5~7彩である。
2. 4 民営化の否定的結果の諸原因。客観的原因としては，独占の支配と
軍産複合体の異常発達とを伴った，デフォルメされた経済構造，ソ連邦崩壊
の結果としての経済連関の破壊，政権の諸分派の抗争，改革に対する住民の
準備不足が挙げられる。主観的原因も重要な役割を演じた。まず，民営化は
強行的テンポで行なわれ，過剰に政治化された。民営化の経済効率は無視さ
れた。改革を後戻りできないものにするために広範な所有者階級を強行的に
創出する（実際にはこの目的は達成されなかったが）， という政治的目的が
支配した。民営化の諸目的が随所に歪められ，事態が急激に犯罪化した。民
営化はロシア市民のメンタリテートを考慮せずに行なわれ，地滑り的な民営
化の結果として，ロシア国家は著しく弱体化した。
［結論］
1. 過程としての民営化は行なわれ，市場的構造の基礎が作り出された。
2. 民営化法では予定されなかった民営化の強行的実施の過程での無数の
歪みが，ロシアの国家制度の基礎を本質的に掘崩し，民族的安全を弱体化し
た。
3. 外国資本の隠れた介入が観察される。 その目的は， 「ロシアの保障さ
れた技術的後進性」という西側が採択している戦略を確実なものにするため
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に，わが国の防衛能力と経済を堀崩すことにある。
(337)173 
前ロシア連邦副首相兼国家資産管理委員会議長ヴェ・ボレバホフの報告メ
モの概要は，末尾の「諸提案」（後述）を除いて， 以上のごとくである。 ま
さに勇気のある「内部告発」であり，さきに紹介した現ア・イワネンコ副議
長の説明と比べて極めて対照的なトーンと内容である。その内容は，前節で
触れた民営化にたいする消極的意見の集大成の感がある。筆者が今まで折り
に触れて述べてきた批判的見解（『社会主義経済研究』第17号， 1991年，『商
学論集』第37巻第 3• 4号， 1993年，大崎平八郎編「体制転換のロシア」新
評論， 1995年，所収の諸論文）と通じるものがある。
ここで民営化の第一段階＝「バウチャー民営化」の批判的総括のポイント
を整理するならば，つぎのようになるであろう。
①ロシアにおける民営化は1991年7月の民営化法採択を出発点とする。そ
の第一段階は1992年度民営化国家プログラムの最高会議決定 (6月）で具体
化され， 1993年度プログラム (2月）で継続・補強されたが，その主要手段
であったバウチャーの有効期限の到来によって， 1994年6月末に終了した。
その間，民営化は議会（最高会議・国会）と政府（国家資産管理委員会）と
の絶えざる意見衝突を通じて，もっぱら大統領令の乱発によって政府・行政
主導で「上から」強行された。 1994年7月以降，民営化は第二段階に移行し
ている。
③民営化は「経済改革」の基軸であって体制転換の要石となっている。そ
の眼目は既存の国家的所有の解体による私的・資本家的所有の新規創出であ
る。民営化の第一段階の主要形態は，国有小企業の民間への有償売却（＝小
民営化）と無償バウチャーの発行・配布を挺子とする国有大企業の（公開
型）株式会社化（＝大民営化）であった。民営化の形態は限定され画ー的で
あった。閉鎖型株式会社や賃貸企業は認められていない。
③企業数でみた民営化第一段階のテンポと達成規模は，当初のプログラム
目標をかなり下まわるとはいえ，相当のものである。バウチャ一方式が民営
化の形式的・量的成果に寄与したことは間違いない。同時に，国家的所有が
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かなりの規模で残存していることも無視できない。
④しかし，内容的・質的指標でみると，民営化第一段階の成果は低い。民
営化国家プログラムが提起した公式的諸目的のほとんどが達成されなかった
からである。とはいえ，それらの目的の多くはその達成が当初から疑問視さ
れたものであり，隠された真の目的はかなりの程度達成された，とみなすこ
とも可能である。
まず，創出された私的所有の内実が問題である。小民営化の分野ではさし
あたり労働集団的所有が圧倒的であって，経営陣も変化しない場合が多い。
将来に予想される所有の資本主義的分化，資本家的経営者形成への過渡状態
にある。大民営化の分野でも，株式会社化に際して， 51？るの株式を労働集団
が所有する第ニバリアントが圧倒的に選好された。結果として，経営陣の変
化は少ない。ただし，個々の従業員が株式を手放すことは自由であって，こ
こでも，特定小数者への株式所有の集中，資本家的経営者層の形成がすでに
始まっている。
また，それ以前の問題であるが，国民一人ひとりに無料で配布された額面
10,000ループルのバウチャーの多くは，低価格で売り飛ばされたり投資基金
に委託されたりして，株主になったのは公称4,000万人に過ぎない。バウチ
ャーは全国民が「所有者」になるという幻想を振りまいたが，実は国民を民
営化に動員する「餌」であったし，「社会主義的」•国家的所有を資本主義的
私的所有に再集中・編成するための所有の一時的分解・分与の方式にほかな
らなかったことは明白である。したがって，国民すべてを所有者にするとい
うのは欺朧であったしそのような目的は達っせられるべくもなかったが，い
わゆる「効率的」所有者・株主•投資家を育成する前提条件が作り出された
ことは，民営化第一段階の「立派な」成果である，といえる。民営化の隠さ
れた真の狙いが所有関係の資本主義化にあるとすれば，第一段階の成果は少
なくない。民営化（プリバチザーツィヤ）が略奪化（プリフバチザーツィ
ヤ）と呼び変えられることがあることには根拠がある。バウチャー民営化
は，今までの国家的所有を二束三文で小数者の手に集中するプロセスとなっ
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ている。国家資産価値の意識的な過小評価がそれを促進した。民営化第一段
階は，社会の階層分化，新しいプルジョアジーとプロレタリアートを発生さ
せることになった。「資本の本源的蓄積」過程である。
民営化第一段階が企業の生産効率を高めることに貢献しなかったことは明
らかである。もっとも，生産効率が高まらなかったのを民営化のせいにする
のは酷であろう。不完全な所有転換による経営陣刷新の立ち遅れ，市場経済
的条件への経営の不適合，全般的な生産低下と深刻な不払い状態の継続，新
規投資の欠如，技術進歩のストップ，労働規律・労働生産性の低下，独占の
強固な支配と競争的環境の未発達，国内市場の縮小，などなど，生産効率低
下の要因は多様であって，民営化の進展だけで解決される問題ではないこと
に，注意する必要があろう。民営化すれば生産率が上がるというのは，もと
もと，意識的に振りまかれたひとつの幻想だった，とも言えるのである。
同様なことは， 民営化が財政健全化や社会保障の充実に寄与することな
く，むしろ逆であったことについても言える。民営化は「打出の小槌」でも
ないし，万能葉でもない。もともと達成できるはずのない諸目的を掲げて出
発したのはマヌーバーであったのである。民営化の真の狙いは，国家的所有
を最大限の規模かつ最短の期間で解体し，新たに私的・資本家的所有を創出
することにあった。民営化推進者たちは，そのためにはいかなる犠牲・コス
トもいとわない覚悟であったのである。確かに，言葉の真の意味での私的・
資本家的所有はまだ生成途上にあり，民営化第一段階はその前提条件を整備
したに過ぎない。しかし，批判者たちが諸目的の未達成や大きな犠牲につい
ていくら非難しても， 民営化推進者たちにはすこしも「こたえない」。彼ら
は本来の目的を着実に実現しつつあるからである。民営化第二段階でその目
的実現が本格化することになる。
⑥民営化第一段階は無数の経済犯罪を生みだし，ロシアの犯罪社会化に貢
献したことは特記されるべきである。そのことの重大性は，ア・チュパイス
さえ認めざるを得なかった（『経済の諸問題j1994, No. 6)。
⑥民営化第一段階がロシア経済の対西欧植民地化の出発点となっているこ
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とは間違いない。民営化と資本自由化の相乗作用で，原燃料部門などの基幹
産業へのドイツおよびアメリカの資本進出が顕著である。また貿易自由化の
結果，外国商品がロシア市場を席巻しつつある。ロシアの愛国者たちがロシ
ア経済の自立性喪失と国防力弱体化を危惧するのは当然である。
⑦バウチャー民営化が，数多くのチェック投資基金の形成を呼び起こし，
有価証券市場，資金（資本）市場，労働市場の形成，銀行制度の改変などの
市場経済インフラの整備を促したことは確かである。
以上を総じていえば，所有の面では，民営化第一段階は旧来の国家的所有
制度を形式的には大きく堀崩したが，実質的には国家的所有は（国家の階級
的性格は変わったが）まだ強固に残っており，私的・資本家的所有制度への
移行の道は切り開いたが， その内実はまだ極めて未成熟である。全体とし
て，所有転換はまさに過渡期の初期にある。国家的所有，労働集団的所有，
資本家的所有，個人的私的所有，などの混合経済である。経営の面では，民
営化第一段階の結果としての経営陣の交代は少なく，旧ノメンクラツーラが
そのまま新ノメンクラツーラに転身するケースが圧倒的である。ノメンクラ
ツーラ的民営化と言われる所以である。 しかし， 「下からの」資本家的経営
者の出現も目立ちはじめている。労働者大衆は旧体制でも管理の主人公でな
かったが，新たに，文字通りの賃金労働者に転化しつつある。効率の向上に
結び付く経営の本質的改革はまだない。各企業は依然として多くの過剰労働
力を抱えており，蓄積•投資性向は弱い。かくして，もともとロシア経済の
資本主義化を志向している民営化推進者たちにとっては，民営化第一段階の
成果は極めて不十分であり，民営化の一層の深化•発展が追求されることに
なるのは当然である。民営化の第二段階への移行は不可避となる。
II.民営化の第二段階（＝「貨幣民営化」）の狙い
民営化の第二段階は，バウチャーの有効期限が切れてもなお民営化を推し
進める立場からは当然に要請される。その立場からすれば，むしろ，民営化
本格化するロシアの民営化（長砂） (341)177 
第一段階は「助走段階」であり，本格的な民営化はこの第二段階なるものか
ら始まる，といっていいであろう。民営化第二段階の本質的な特徴は，まさ
に「貨幣保持者」のみが民営化の主役に踊り出ることにあり，ロシアの現状
においては「貨幣保持者」＝株式投資家は社会のごく一部の人々に限定され
るから，いよいよロシアで資本主義化が本格化することを意味する。民営化
第一段階が少なくとも形式的には「大衆的民営化」であったのに対して，民
営化第二段階は露骨に「金持ちによる金持ちのための」民営化になろうとし
ている。
このことを，まず， 「1994年 7月 1日以降のロシア連邦における国有企業
および自治体所有企業の民営化国家フ゜ログラムの基本規程」（『経済と生活」
1994年 No.31, 32)で確かめてみよう。 この「基本規程」は連邦法として
は未成立であるが，大統領令によって事実上法律の効力を付与されている。
「1．序文」で注目されるのは，第二段階での民営化の「主要な目的」の規
定である。それらは，①「ロシア経済全体と個々の企業活動の効率の引き上
げ」，②「私的所有者の広範な層の形成および戦略的私的所有者の形成過程
への働きかけ」，③「生産への投資（外資を含む）の引き入れ」，④「住民の
社会的保護，また私的所有者（株主）の保護に関する施策実現への働きか
け」，の 4つである。いくつかのコメントを要する。
効率の引き上げが目的のトップに位置づけられていることは，この点での
民営化第一段階の不首尾を取り戻そうとするものであって，理解できる。し
かし見通しは明るくない。なぜなら，先にも触れたように，民営化は，たと
えうまく行ったとしても，効率引き上げの一要因に過ぎないからである。
私的所有者の広範な層の形成は，第一段階では極めて形式的な成果に止ま
った。第二段階ではその形式的拡大の可能性すら大きくない。なぜなら，国
民の大多数が貧困化しているからである。その実質的拡大となるとさらに困
難である。なぜなら，第一段階でも実質的意味をもつ私的所有者の層は薄か
ったが，第二段階ではそれがさらに細くなる可能性が高い。大衆株主による
株式の手放しと小数者の手への株式集中が進むことは不可避であるからであ
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る。したがって，第二段階でもこの目的を掲げるのは，明らかに，前段階で
の大衆欺隔の手法の継承である。実は， 第二段階の民営化の主たる目的は
「戦略的私的所有者の形成」にこそある。この表現もまた意識的な欺臓であ
って，その内実は「私的・資本的経営者の形成」に他ならないのである。新
しいプルジョアジーの形成が本格化するのである。その主たる社会的源泉は
旧ノメンクラツーラとマフィアであって，国家権力および地方権力との癒着
が顕著であり，およそ現代的なプルジョアジーのイメージからは遠い。言う
までもなく，このような階級の形成の他の側面では，新しいプロレタリアー
トの形成が本格化する。
外資を含む投資の生産への引き入れについて言えば，この目的は，内外の
民間投資家の発掘と養成，異常に肥大化しているサービス部面投資の生産部
面投資への方向転換，経済安定化・プラス成長のための投資拡大を狙ってい
る。つまり，資本家的拡大再生産を軌道に乗せるための投資の確保・増大で
ある。そのためには，株主一般ではなくまさに戦略的投資家が求められてい
る。第二段階で投資の意義が強調されること自体，民営化の本格化を象徴し
ている。なお，第一段階ですでに始まった外資導入の第二段階での本格化も
予定されており，ロシア経済の対西欧経済従属化の進行は避けられない。
住民の社会的保護は第一段階でも言われたが，実際には正反対の事態が進
行した。第二段階でも改善は期待できない。逆に，すでに潜在的には巨大な
規模に達している破産と失業の顕在化が第二段階で爆発する可能性が強い。
約束は無いよりましかも知れないが，これもポビュリスト的手法であろう。
この項目の真の狙いが， 「私的所有者（株主）の権利保護」にあることは明
白である。しかし，その場合も，大衆株主と大手法人・機関株主の権利保護
に差別の要素の混入が避けられないように思われる。
なお，第二段階での民営化収入の連邦・地方財政への貢献への期待は，今
回，目的のひとつとしてここには掲げられていないが，実際にはこのファク
クーが極めて重視されていることは， 1995年度予算案の審議過程でも明らか
になっていることを補足しておきたい。
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「2．国有企業および自治体所有企業の株式会社への変革とそれらの民営化
についての決定採択の手続き」では，民営化の対象となる企業と民営化の手
続きが規定されている。特例を除いて， 2,000万ループル以上のバランス価
値 (1992年7月 1日）の固定フォンドをもった企業が公開型の株式会社に変
革されることになっている。 1992年度民営化プログラムと比較して，民営化
の対象がはるかに拡大されているが，公開型株式会社に形態を限定すを原則
は継承されている。また注目すべきは，普通株の51彩および25.5%を（ 3年
を越えない期限で）連邦所有に残しうる広範な業種が規定されていることで
ある。多くの重要産業で， いわば「国家株式会社」の創設が意図されてい
る，といってよいであろう。
「3．民営化の様式，および民営化にさいして提供される特恵」が決めてい
る民営化の様式には，①公開型株式会社の株式の従業員への特恵付き無償譲
渡，②従業員に対して特恵付きでの，投資的コンクルスでの，商業的コンク
ルスでの，ォークションでの，公開型株式会社の株式の売却，⑧株式会社で
ない企業の売却，④賃貸資産の買戻し，⑤組合への企業の売却，であり，要
するに， 2,000万ループル以下の固定フェンド価値の企業は売却され， その
他の企業は公開型株式会社に変革される。これらの様式は第一段階と基本的
に異ならない。
公開型株式会社の株式売却は次の順序でなされる。①選択された特恵バリ
アントによる従業員への売却（無償譲渡）， R投資的コンクルスあるいはオ
ークションによる定款資本の15~25%の株式の株式パケットの売却，⑧特殊
オークションでの残された株式の売却。ここで注目されるのは，①が一定の
限界を持っているもとでは，Rと⑧の比重と意義が高まる，ということであ
る。第二段階ではいわゆる「従業員集団的所有」のウエイトの低下が意図さ
れている。 そのことは， 「どの株式も……所有者が無制限に売却しうる。制
限の設定は禁じられる。」 というここでの規定によっても， 促進されるであ
ろう。
公開型株式会社の株式売却にあたって従業員集団がどのようなバリアント
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の特恵を選択するかは企業の労働集団が決めるということ，および従業員の
定義は， 第一段階と基本的に同じである。特恵には 3つのバリアントがあ
り，それぞれの内容も第一段階と変わらない。
バリアント 1。定款資本の25形の記名特権株が従業員に， 一時に，無償
で譲渡される。定款資本の10彩までの普通株（表決権付き）が， 30彩の割引
で，非公開予約で，売却される。経営陣は総額で定款資本の 5彩までの普通
株を入手できる。つまり，配当期待型と経営参加型とのミックスである。
バリアント 2。定款資本の51彩までの普通株（表決権付き）を労働集団の
全員が入手する。そのさい入手は有償であり， 特恵条件での株式売却はな
い。つまり，経営参加型である。
バリアント 3。特定グループあるいは個人が定款資本の30%までの普通株
（表決権付き）を，一定の条件付きで入手する。従業員には定款資本の20%
までの額の普通株（表決権付き）が， 30彩割引で売られる。これは，経営委
託型といえよう。
どのバリアントを選択するかは従業員総会（協議会）で決められる。
よく知られているように，第一段階においてはバリアント 2が優勢に選好
された。多分その傾向は第二段階でも変わらないであろう。良かれ悪しか
れ，「集団主義」の伝統は残っている。一方で， この「集団」は不均等な従
業員個人株主の集合に他ならず，利害の不一致と分解の可能性を内部に秘め
ており，内部からこの「集団主義」は崩壊しうるし，他方で，従業員集団が
保有する株式以外の株式が投資的コンクルス，商業的コンクルス，ォークシ
ョン，特殊オークションの方法で売却されて，外部からこの「集団主義」が
崩壊させられうる，ということを指摘しておく必要がある。無償であれ有償
であれ，従業員集団に提供されている諸特恵は， 第一段階の場合に引き続
き，勤労人民を民営化に引き込むための譲歩であるとともに，最終的には資
本家的所有に到達することを意識的に隠した欺職的手法である。
「基本規程」のこの部分には，以上の他に，国有（自治体所有）企業の当
初価格の決定，現行企業，清算される企業，および清算された企業，また，
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未完成建造物の資産（借方）の売却，破産企業の売却，の諸項目があるが，
ここでは触れない。
「4．不動産の民営化」は，土地とそれ以外の不動産の民営化を詳しく規定
している。これは，第二段階で民営化の対象が本質的に拡大したことを示す。
「5．民営化された企業の再構成の支援」は，資金援助の諸条件を定めてい
る。この諸規定も新しい。
「6．民営化からの資金の配分」は，民営化から入る資金の配分ノルマチー
フを定めている。企業の民営化と不動産の民営化とに分けて，連邦所有，ロ
シア連邦主体の国家的所有，自治体所有のそれぞれについて，得られた資金
がどこにどのような比率で帰属すべきかのノルマチーフを決めている（付録
1)。注目されるのは， 企業の民営化の場合， どの所有についても民営化さ
れる企業に51彩が配分されること，および，不動産の場合は，それぞれの所
有ごとに圧倒的部分が各レベルの予算に配分されること，である。第一段階
では，民営化からの資金収入は予定をはるかに下回った。その主要原因は，
意識的・犯罪的な資産の過小評価にあった（プリフバチザーツィア）。第二段
階では，正当な資産評価に基づく相当な予算収入が見込まれている。なお，
高いノルマチーフの設定が民営化促進の動機となることは確実である。
以上が「基本規程」の主要内容であり，それに対して必要と思われるコメ
ントである。この規程は大統領令で承認されたものであるが，すでに触れた
ように， 1994年11月にはモスクワ州議会が，同12月にはロシア連邦議会がそ
の実施の凍結を要請するなどの議会筋の抵抗があり，また，同11月から1995
年 1月の間ロシア国家資産管理委員会議長であったポレバノフの抵抗・反乱
もあって，「基本規程」の実施はようやく 3月に始まった。
この民営化第二段階＝「貨幣民営化」の狙いを要約すれば，つぎのように
言えるであろう。
民営化第一段階での民営化実施の有力な手段であったバウチャーの有効期
限の終了という条件のもとで，また，民営化が形式的にも実質的にも完成に
はほど遠い状況のもとで民営化をさらに推し進めようとするならば，民営化
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の主要な手段は「貨幣」に頼らざるをえない。すなわち，従来の国有企業の
新規の株式会社化，およびすでに民営化された企業の一層の株式会社化を，
「貨幣所有者」向けに株式を発行・売却する方法で行なう「貨幣民営化」で
ある。実は「バウチャー民営化」が極めて特殊例外的な民営化方式であった
のであって，「貨幣民営化」はいわば正常な民営化方式への「復帰」とみなす
ことができる。その主要形態は，①新たに民営化される国有企業の株式会社
化をすぺて株式発行・売却で行ない，従業員集団の株式取得の特恵は第一段
階同様保障するものの，国家保有株式は今までに比べてはるかに大幅に「民
間に」売却する，Rすでに民営化された企業の国家保有株式を大量に「民間
に」売却する，R新規に民営化される，またすでに民営化された企業の敷地
などの国家所有の不動産を売却する，の 3つである。
このような「貨幣民営化」が意図しているのは，民営化第一段階に濃厚で
あった株式会社の「労働集団所有」的性格を希薄化すること，既存の企業労
働集団の外に有力な投資家的株主，経営者を求めること，内外の民間貨幣資
本をできるだけ投資に引き入れて拡大再生産に転ずること，国家資産の急速
かつ大量の売却によって各レベルの予算とりわけ連邦予算の臨時収入を増大
させ赤字削減に資すること，にある。総じて，ロシア経済の資本主義化の促
進である。
このことを，ロシア連邦政府の新しい中期プログラム「1995~1997年にお
けるロシア経済の改革と発展」は次のように表現している一「新しい民営
化モデルには 2つの鍵的原則，民営化される企業の株式販売を投資の方向に
導くこと，および，投資家に支配株を入手する可能性を保障すること，が置
かれている」（『経済の諸問題』 1995,No. 4, pp. 97 ~99)。
このような民営化第二段階の狙いは成功するであろうか。問題になるの
は，当てにされている肝心の民間貨幣資本の規模と構造である。外国資本に
ついていえば，すでに第一段階でかなりの外資導入が見られるが，急増は望
めない。日本資本の進出が芳しくないことに象徴されるように， リスクが大
きいからである。 とりわけ， ボレバノフの言動は外国投資家を慎重にさせ
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た，といわれる。外資への期待は大きいがその実現規模はさしあたって大き
くない。しかし，たとえ小規模であっても，民営化過程に便乗した戦略的重
要産業・企業への外資の一層の「狙い撃ち」的進出は，ロシア経済の対西欧
（とりわけアメリカおよびドイツ）資本従属化を促すことになる。国内資本
についていえば，現在国外に逃避している巨額の資本の還流の可能性は少な
い。経済と政情の不安定が続いているからである。文字通りの国内貨幣資本
の規模も大きくない。生産低下，財政赤字，投資縮小，そして重税が続いて
いるからである。しかも，貨幣は企業従業員集団を含む一般住民の手中には
わずかしかなく，灰色の，または黒い貨幣を現に大量に手にしており，また
これからもそれを集中できるのは，マフィアかそれとつるんだ新旧のノメン
クラツーラ，および新興の銀行集団である。とはいえ，その貨幣資金量はま
だ限られており，生産部面への投資はなお敬遠されており，さらに，世論を
考慮すれば社会的公正の観点からそれらの資金の跛麗にたいしては社会的に
規制を加えざるをえない。したがって，「貨幣民営化」が誰の，どの階級の利
益に帰するかは隠しようのない事実であるとはいえ，民営化第二段階におけ
る国家資産の売り手の供給能力とその買い手の購買能力との間には大きな落
差があり，また大統領権限による民営化継続・強行に対する社会的抵抗は強
まらざるをえず，予測としては，民営化第二段階がハイビッチで進んでその
公式の（および隠された）諸目的が容易に達成されるとは予測しがたい。
IV．民営化にオルターナティブはあるか？ ー結びに代えて一
ロシア政府の民営化第二段階フ゜ログラムは，第一段階の場合と同じく，当
局者によれば，それ以外の選択肢はない，とされている。しかし，実際には
そうでない。すくなくとも，構想としてはいくつかのオルターナティプが提
唱されている。主要なものは 3つある。
第ーは，先に触れたロシア連邦国家資産管理委員会前議長ヴェ・ポレバノ
フのものである。報告メモの末尾には， 次のような「提案」がなされてい
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る。「1．民営化第二段階の強行を控え， 連邦議会が然るべき法律を採択した
後でのみそれを開始する。 2．ロシアにとって戦略的に重要な産業諸部門，と
りわけ国防，宇宙，航空，港湾産業で犯された誤算を分析かつ訂正する委員
会を創設するよう，国家資産管理委員会に委嘱する。 3．国家資産および国家
株式パケットの管理にかんする方策総体を期限付きで策定かつ導入する。
4．金融・産業グループ，ホールディングをベースにして，工業および農エコ
ンプレクスにおける垂直的統合構造の形成テンポを促進する。 5．第一段階に
おける失策に対する責任の大きな部分が第一副首相ア・ベ・チュパイスにあ
る限り，彼は欠陥を除去することに客観的には関心がなく，以前の，多くの
点で信用を喪失した路線を民営化の分野で歩もうとするであろう。故に，国
家資産管理委員会の監督を第一副首相オ・エヌ・ソスコベツに委嘱したい。
なぜなら，まさに彼が監督している国防，航空産業の諸部門において，民営
化のもとで最も多数の違反が犯されたのであり，そして，それらの是正は彼
の指導のもとで最短期間内に進むだろうからである」（「ラボーチャヤ・トリ
プー ナ」 1995.1.24)。
このオルターナティプはロシア議会の多数意見を反映している。要する
に，チュバイス路線の本質的修正の提案であって，民営化の一般的意義は否
定しないものの，民営化テンポの減速，すでに行なわれた民営化の一部の再
検討と手直しを求めている。 これは， チュバイスの側からすれば， 保守派
的，ロシア主義的アプローチということになろうが，貴重な「内部告発」で
あることは間違いない。
第二の有力な提案は，ロシア科学アカデミー経済研究所のものである。政
府の中期プログラムに対する本格的な対案のなかで，今後の民営化について
次の諸留意点が指摘されている（『経済の諸問題』 1994,No. 1, pp. 28~ 
31)。①厳格に中央集権的な，期限を切ったやり方を改め，下からのイニシャ
チプ，経済的および社会的効果の規準を尊重するようにする。R民営化後の
企業活動の経済環境を整える。⑧犯罪的および投機的グループによる所有の
横領を許さない。④様々の所有形態と経営タイプを発展させる。⑥地域およ
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び地方自治体の権限を強める。⑥住民の社会的保護を重視する。⑦現場での
経済的および社会的連動の発展を促す。また，これらの他に，市場メカニズ
ムおよび制度の形成と民営化後の経営主体の活動との調和を図るべきことが
力説されている。この提案は，厳格に中央集権的，急進的，単線的，形式的
で，かつ総合性に欠ける政府の民営化路線に対して，民主的，漸進的，複線
的，実質的で，かつ総合性をもった民営化路線を目指しており，傾聴すべき
ものである。
第三の有力な提案は，最大の反対政党であるロシア連邦共産党が提唱して
いるものである。この党が1995年 1月に採択した新綱領（これに対する筆者
の論評については，『ロシア・ユーラシア経済調査資料」 1995年 6月号， No.
757を参照されたい）は，その「最小限綱領」の部分で，「国家的，全人民的
所有の略奪の中止，法律，国の利益および勤労者の権利に反して取得された
資産の国有化あるいは没収，このような場合の全人民的所有か集団的所有の
復興」を掲げている（『プラウダ」 1995.1.31)。
新たに「社会主義的発展の道」を追求しようとしている同党にとっては，
民営化の進行は好ましい事態ではない。しかし，同党が民営化に全面的に反
対しているわけではない。同党が目指す変革の第一段階では「経済的多ウク
ラード性」を許容しようとしている。ここから民営化に対する同党のきわめ
て特異なアプローチが生まれる。そのことは，同党議員団が提出した「社会
的・経済的危機からの脱出と民族的破滅の防止に関する緊急諸施策について
の連邦法」案（『ディアログ』 1995,No. 5~6, この法案は議会に上呈され
たが否決された）に明らかである。
同法案の第一篇「所有関係の民主化」の第一条「所有関係の変革」の内容
は次のようである。 1．所有関係の変革は，国家プログラムに基づいて行なう。
2．脱国家化の組織・法的形態としては，公開型株式会社の他に，自主管理人
民企業，生産協同組合，閉鎖型株式会社，組合も数えられる。 3．所有と経営
の形態選択の優先権は労働集団に与えられる。 4.自主管理人民企業の場合，
資産は無償で労働集団の全権的な経営的占有に引き渡される。 5．国家プログ
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ラムの採択まで，民営化は中止される。 6．今までの民営化関連法令•取引の
合法性を再点検する。 7．企業が真実の価値以下で売却された場合は，不払い
価値は国家的所有あるいは自治体的所有になる株式パケットを形成し，その
企業は労働集団の委託管理に委ねられる。 8．所有権変更に対する統制は市民
統制委員会が行なう。 9．破産法はみだりに適用されない。また，その第二条
「労働集団の権利」の内容は，次の通りである。①民営化企業の表決権付き
の領有者は労働集団であって，その他の株主は表決権なしの企業の共同領有
者である。R企業従業員たちは，株式の単ーパケットを形成する権利を持
ち，労働集団の代表機関にその管理を委託する。⑧どの所有形態の企業の労
働集団も，重要な諸問題の最終決定の採択に参加する。要するに，民営化の
多様な形態を主張し，民営化企業での労働集団の役割を決定的に高めて，そ
れが私的・資本家的企業の実を持たないようにすることを狙っている。これ
は， 「本来の」民営化とは似て非なるものである，といえよう。
以上に見るように，ロシア政府が本格的に進めようとしている民営化第二
段階に対置されるオルクーナティプもまた多様である。ロシアにおける体制
転換＝資本主義化の要石である民営化は，比較的長期にわたって不可逆的な
傾向として継続するであろう。しかし，その具体的な政策内容と実現形態は
可変でありうる。さしあたって可能性が高いのは，ポレバノフや経済研究所
が提唱しているような「手直し」であろう。ロシア連邦共産党が構想してい
るような民営化の抜本的見直しが実現する見通しは，今のところ，ほとんど
皆無である。 (1995.7.6) 
